新ごみ処理施設整備・運営事業
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資格申請書　提出リスト

	様式番号
	様式名称
	添付する書類

	第1号
	資格審査申請書
	-

	第2号-1
	応募者の構成（役割分担）
	・完納証明書、納税証明書（国税）

	
	
	・本施設の建築物の設計及び工事管理に係る業務を行う企業の清掃施設に係る特定建設業の許可を受けていることを証明する書類（写）及び建築士法に基づく有資格者であることを証明する書類（写）

	第2号-2
	応募者の構成（構成員・協力企業の連絡先）
	-

	第3号
	特定建設工事共同企業体協定書（乙）
	※第8条に基づく協定書は、分担工事額決定後に組合へ速やかに提出すること。

	第4号
	委任状
	-

	第5号-1
	本施設のプラントの設計・建設を行う企業の実績
	・清掃施設工事に係る経営事項審査結果の総合評点を証明する書類（写）

	
	
	・廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るごみ処理施設性能指針に適合する技術資料及び技術を保証する資料

	
	
	・平成12年度以降の発注で、平成29年3月31日時点において、延べ3年以上の稼働実績があるストーカ式まだは流動床式焼却施設で、1炉あたり60t/日以上の規模かつごみ発電設備を備えた施設を一般廃棄物処理施設の地方公共団体へ元請けとして納入した実績を証明する書類（契約書の写し等）

	
	
	・一般廃棄物処理施設の地方公共団体へ元請けとして納入したごみ焼却施設その他可燃ごみ処理施設で1炉60日以上の連続稼働実績を証明する書類（契約書の写し等）


	様式番号
	様式名称
	添付する書類

	第5号-2
	本施設の運営業務を行う企業の実績
	・地方公共団体の一般廃棄物処理施設（ごみ焼却施設、その他可燃ごみ処理施設）について、1炉60t/日以上の規模で、発電設備を有する施設において、平成29年3月31日時点で延べ3年以上の運転管理実績を有していることを証明する書類（契約書の写し等）

	
	
	・地方公共団体の一般廃棄物処理施設について、一般廃棄物を対象としたガラスくず、陶磁器類の処理、破砕機、磁選機、アルミ選別機を整備した設備において、平成29年3月31日時点で延べ3年以上の運転管理実績を有していることを証明する書類（契約書の写し等）

	
	
	・本施設に係る運営を行う企業が配置を予定する専門の技術者の保険証（写）

	第6号
	「清掃施設工事」及び「建築工事一式工事」の工種毎に配置できる専任の監理技術者を有することとする。
	・監理技術者資格者証（写）

	
	
	・監理技術者講習修了証（写）（平成16年3月1日以降に監理技術者資格者証を交付された者）※必要に応じて

	
	
	・保険証（写）


【様式第１号】
資格審査申請書

平成　　　年　　　月　　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　                  印

担当者
所　属
氏　名

ＴＥＬ

平成２９年４月１７日付で入札公告がありました「新ごみ処理施設整備・運営事業」に係る制限付きの総合評価型一般競争入札への参加を希望しますので、関係書類を添付して申請します。なお、応募者は、入札説明書に記載の参加資格要件を満たしていることを表明するとともに、資格審査申請書等及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

【様式第２号－１】
応募者の構成
（役割分担）
代表企業名　　　　　　　　

	No.
	構成員又は

協力企業 ※1
	構成員又は

協力企業の
役割 ※2
	商号又は名称
	所在地
	代表者

	1
	代表企業
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	


※1：「構成員」「協力企業」のいずれかを記入すること

※2：「本施設のプラント主要部分について設計・施工する企業」「本施設の建築物の設計を行う企業］「本施設の建築物の施工を行う企業」「本施設の建築物の施工を行う地元企業」「本施設の運営を行う企業」のいずれかを記載し、いずれにも該当しない場合には役割を具体的に示すこと。なお、ごみ焼却施設と不燃物処理施設の設計・施工企業が異なる場合は、その旨を記載すること。
※3： 業務実施体制図（建設共同企業体、下請け等が判別できるスキーム図等）を添付すること

【様式第２号－２】
応募者の構成
（構成員・協力企業の連絡先）

代表企業名　　　　　　　　

	No. ※1
	連　　　　絡　　　　先

	
	［代表企業］

	
	商号又は名称［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

所在地［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

代表者職氏名［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

担 当 者

氏　　　名［　　　　　　　　　　　　                     ］

所属・役職 [　　　　　　　　　　　　               　　　］

連　絡　先［電話:　　　　　　  　　FAX:　　　　　　　　　］

電子メール［　　　　　　　　　　　　　　　         　　　］

	
	［構成員・協力企業］

	
	商号又は名称［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

所在地［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

代表者職氏名［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

担 当 者

氏　　　名［　　　　　　　　　　　　                     ］

所属・役職 [　　　　　　　　　　　　               　　　］

連　絡　先［電話:　　　　　　  　　FAX:　　　　　　　　　］

電子メール［　　　　　　　　　　　　　　　         　　　］

	
	［構成員・協力企業］

	
	商号又は名称［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

所在地［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

代表者職氏名［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

担 当 者

氏　　　名［　　　　　　　　　　　　                     ］

所属・役職 [　　　　　　　　　　　　               　　　］

連　絡　先［電話:　　　　　　  　　FAX:　　　　　　　　　］

電子メール［　　　　　　　　　　　　　　　         　　　］


※1：様式第２号－１のNo.に合わせること

【様式第３号】
特定建設工事共同企業体協定書（乙）
（目的）
 第１条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
 一 新ごみ処理施設整備・運営事業に係る設計及び建設（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下、単に「建設工事」という ）の請負
 二 前号に附帯する事業 
（名称）
 第２条 当共同企業体は、　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
 第３条 当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。 
（成立の時期及び解散の時期）
 第４条 当企業体は、平成　　年　　月　　日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３ヶ月以内を経過するまでの間は、解散することができない。 
２ 建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 
（構成員の住所及び名称）
 第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　所在地

　　商号又は名称

　　所在地

　　商号又は名称

　　所在地

　　商号又は名称

（代表者の名称）
 第６条 当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）
 第７条 当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表して、発注者及 び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む ）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 
（分担工事額）
 第８条 各構成員の建設工事の分担は、次のとおりとする。ただし、分担工事の一部に つき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
 　　　　　　工事　商号又は名称
 　　　　　　工事　商号又は名称

２ 前項に規定する分担工事の価額（運営委員会で定める ）については、別に定めるところによるものとする。
 （運営委員会）
 第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成に当るものとする。 
（構成員の責任）
 第10条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を図り、請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
 第11条 当企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　銀行とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によつて取引するものとする。
（構成員の必要経費の分配）
 第12条 構成員はその分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。 
（共通費用の分担）
 第13条 本工事施工中発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。 
（構成員の相互間の責任の分担）
 第14条 構成員がその分担工事に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
 ２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。 
 ３ 前二項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決定に従うものとする。 
 ４ 前三項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。
（権利義務の譲渡の制限）
 第15条 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。 
（工事途中における構成員の脱退）
 第16条 構成員は、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。 
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
 第17条 構成員のうちいずれかが工事途中において破産または、解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担工事を完成するものとする。 
 ２ 前項の場合においては、第14条第２項及び第３項の規定を準用する。
（解散後のかし担保責任）
 第18条 当企業体が解散した後においても、当該工事につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
 第19条 本協定書に定めのない事項については 運営委員会において定めるものとする 。
　　　　　　　　　　　外　　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体協定書を締結したので、その証拠として、この協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自保有するものとする。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書
新ごみ処理施設整備・運営事業の発注に係る下記工事については、　　　　　　特定建設工事共同企業体協定書第８条の規定により、当企業体構成員が分担する工事の工事額を次のとおり定める。

記

分担工事額（消費税分及び地方消費税分を含む ）。

　　　　工事　　　　　建設株式会社 　　　　　　　　　　円

　　　　工事　　　　　建設株式会社 　　　　　　　　　　円

　　　　工事　　　　　建設株式会社 　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　外　　社は、上記のとおり分担工事額を定めたのでその証拠としてこの協定書　　　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印して各自所持するものとする。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　特定建設工事共同企業体協定書

代表者 　　　　　　　　　株式会社 代表取締役　　　　　　　　　　　　　　印

  　　　　　　　　　株式会社 代表取締役　　　　　　　　　　　　　　印

  　　　　　　　　　株式会社 代表取締役　　　　　　　　　　　　　　印

【様式第４号】

委　任　状

平成　　年　　月　　日
穂高広域施設組合　管理者　様

	構成員又は

協力企業
※
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名


私は、下記の法人を応募者の代表企業とし、資格確認申請書類の提出日から、基本協定の締結日まで、「新ごみ処理施設整備・運営事業」に関する穂高広域施設組合との協定について、次の権限を委任します。
ただし、上記期間内に協定を締結したものにかかる支払代金又は保証金及び保証物の請求、領収については、期間後もなお委任の効力を有するものとします。

	受任者

(代表企業)
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	委任事項
	１　下記事業に関する制限付きの総合評価型一般競争入札への資格審査申請について
２　下記事業に関する制限付きの総合評価型一般競争入札について
３　下記事業に関する制限付きの総合評価型一般競争入札辞退について
４　下記事業に関する契約に関する事項について

	事業名
	新ごみ処理施設整備・運営事業


※：他の様式と整合をとること。
【様式第５号－１】
本施設のプラント設計・建設企業の実績
　ごみ焼却施設その他可燃ごみ処理施設の納入実績・運転実績
	番号
	施設等

の名称
	発注者名
	受注者名
	施工期間
	運転期間
	処理方式
	施設規模

（t/日・炉）
	受注

形態
	発電設備の能力
	備考

(施設概要等）

	１
	Ａ焼却

工場
	Ｂ市
	Ｃ企業
	平成[]年[]月～平成[]年[]月
	平成[]年[]月～平成[]年[]月
	ストーカ式
／流動床式
	[]ｔ/日・炉

×[]炉
	単独

／JV
	発電機容量[]kW×〔〕台
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


[注意] 施設等の概要について判断できる資料、上記の納入実績等を有していることを証明する書類等を添付すること。必要に応じて、行を追加すること。なお、記載にあたっては、本入札において必要な資格要件を簡潔に記載すること。
【様式第５号－２】

本施設の運営を行う企業の実績

１．ごみ焼却施設その他可燃ごみ処理施設の運転管理実績
	番号
	施設等

の名称
	発注者名
	受注者名
	運転委託

期間
	処理方式
	施設規模

（t/日・炉）
	受注

形態
	発電設備の能力
	備考

(施設概要等）

	１
	Ｄ焼却

工場
	Ｅ市
	Ｆ企業
	平成[]年[]月～平成[]年[]月
	ストーカ式
／流動床式
	[]ｔ/日・炉×[]炉
	単独

／JV
	発電機容量[]kW×〔〕台
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．一般廃棄物を対象としたガラスくず、陶磁器類の処理、破砕機、磁選機、アルミ選別機を整備した設備の運転管理実績
	番号
	施設等

の名称
	発注者名
	受注者名
	運転委託

期間
	処理対象物
	処理・選別方式
	施設規模

（t/日）
	受注

形態
	備考

(施設概要等）

	１
	Ｇ不燃物工場
	Ｈ市
	Ｉ企業
	平成[]年[]月～平成[]年[]月
	
	
	[]ｔ/日
	単独

／JV
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	


[注意] 施設等の概要について判断できる資料、上記の運転管理実績を有していることを証明する書類等を添付すること。必要に応じて、行を追加すること。なお、記載にあたっては、本入札において必要な資格要件を簡潔に記載すること。

【様式第６号】

業務毎の配置予定監理技術者調書
業務毎の配置予定監理技術者の資格を記入してください。

	業務名
	　　　　　　　　　　　　　　工事



	配置予定者の名前
	（生年月日　　　　年　　月　　日）



	所属会社名
	

	法令による免許
	○監理技術者資格者証

交付年月日：平成　　年　　月　　日

登録番号等：第　　　　　　　　　号




[注意] 法令に基づく資格・免許等及び雇用関係が確認できる書類（健康保険証の写し等）の写しを提出すること。なお、記載にあたっては、本入札において必要な資格要件を簡潔に記載すること。

【様式第７号】

入　　札　　書
平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

下記金額をもって、関係法規及び関係書類等を承認のうえ入札します。

	事　業　名
	新ごみ処理施設整備・運営事業

	事業場所
	長野県安曇野市穂高北穂高１３０２－１１外

	入　札　金　額

(消費税を含んだ金額)
	千

	百


	十


	億


	千


	百


	十


	万


	千


	百


	十


	円



	備　考（内訳）

（1）建設費

金　額
千
百

十

億

千

百

十

万

千

百

十

円

（2）運営費

金　額
千
百

十

億

千

百

十

万

千

百

十

円




[注意]  １　この入札書は封筒に入れ、表面に「入札書及び事業名」を、裏面又は表面に「住所、氏名」を記入し封緘すること。

２　金額は、アラビア数字で正確に記入してください。

３　頭数字の前に￥を記入してください。

４　金額及び氏名の訂正は認めません。
５　入札金額は消費税率及び地方消費税率（合計８％）を含めて記入して下さい。
【様式第８号】

技術提案書

平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

所在地
商号又は名称

代表者職氏名   　　　　　　　　　　印

平成２９年４月１７日付で入札公告がありました「新ごみ処理施設整備・運営事業」の入札説明書　第４章　５．１）（２）で規定された「技術提案書」について、以下のとおり提出します。
１）施設概要説明図書

①施設全体配置図、全体動線計画
②機器平面・断面配置図等
③各設備概要説明及び計装系統図
④設計基本数値計算書及び図面
⑤運転管理条件
⑥労働安全衛生対策
⑦公害防止対策
⑧その他提案内容の補足説明資料等

２）設計仕様書

①設備別機器仕様書
（形式、数量、性能、寸法、構造、材質、操作条件、付属品等）
②建築工事仕様書
③土木工事仕様書

④運営事業仕様書
【様式第９号】

非価格要素提案書

平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

所在地
商号又は名称

代表者職氏名   　　　　　　　　　　印

平成２９年４月１７日付で入札公告がありました「新ごみ処理施設整備・運営事業」の入札説明書　第４章　５．１）（３）で規定された「非価格要素提案書」について、募集要項、現地視察等の確認を行った上で、別添のとおり提出します。

【様式第１０号】
事業計画書

平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

所在地
商号又は名称

代表者職氏名   　　　　　　　　　　印

平成２９年４月１７日付で入札公告がありました「新ごみ処理施設整備･運営事業」の入札説明書　第４章　５．１）（４）で規定された「事業計画書」について、募集要項、現地確認等の確認を行った上で、別添のとおり提出します。
【様式第１１号】
業務分担届出書

平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

平成２９年４月１７日付で入札公告がありました「新ごみ処理施設整備・運営事業」に係る事業者選定に参加するすべての構成企業の業務分担について、以下のとおり届け出を行うとともに、貴組合に対し、以下の業務分担により本事業に取り組むことを誓約いたします。

	構成員又は

協力企業
※
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

担当業務

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

担当業務

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

担当業務

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

担当業務

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

担当業務


[注意] 必要に応じて行を増やすこと。
※：様式第２号－１に合わせること
【様式第１２号】
入札辞退届

平成　　年　　月　　日

穂高広域施設組合　管理者　様

所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

事業名　　新ごみ処理施設整備・運営事業　　
上記について入札参加資格を認められましたが、以下の理由により入札を辞退します。

	辞退理由：
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